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1章 研究動機 
① 本業を通じて社会問題を解決する企業に関心

を抱いたこと。 

② 障害者雇用の問題1は、企業が自社の強みを活

かすことで解決されないだろうか、と疑問を抱い

たこと。 

③ 2011 年 10 月、宮城県石巻市にゼミ活動で趣い

た際、津波被災者でもある障害者の女性と出会

い、被災地の障害者の方々の雇用はどのように

なっているのかと関心を抱いたこと。 

 

2章 問題意識 
企業による障害者の雇用は着実に進められてきた2。

しかしその推進に向けた施策は、人的資源管理

(HRM)3の観点から障害者をマネジメントする動きや、

障害者の能力開発・訓練システムの向上を図るもの

に偏っているのが現状である。例えば ILO(2001)は障

害マネジメント4を中心に、人的資源開発戦略を実施

していくことを重視している。また、崎濱(2009)は「就

労支援の推進には、何を置いても人材育成以外には

ない」として人材育成なくして発展はないと述べてい

る。 

また、障害者雇用が進められてきた要因の 1 つに

CSR への関心の高まりも挙げられる。障害者雇用対

                                                  
1
   障害者雇用の問題は、我がゼミの卒業論文でも度々取り上げ

られており、未だ解決されていない社会問題である。 
2
   平成 24年度の実雇用率は 1.69％であり、民間企業の法定雇

用率(1.8％)を引き続き下回っているが、前年より 0.04%増加して

いる。法定雇用率達成企業の割合も 46.8％であり、前年より

1.5%増加している。 
3
   HRM の概念は論者によってさまざまに解釈されている。例え

ば、Cenzo/Robbins(1996)は、HRM を人的資源の募集・配置機

能、教育訓練と能力開発機能、動機づけ機能、維持機能の 4

つのプロセスからなる機能であるとしている。 
4
   個人のニーズ、労働環境、企業のニーズおよび法的責任に

取り組む、連携のとれた努力を通じて、障害者の雇用を促進す

ることを意図した職場でのプロセス 

策基本方針5では、障害者雇用の進捗状況を「障害

者の就労意欲の高まりに加え、CSR への関心の高ま

り等を背景として、積極的に障害者雇用に取り組む

企業が増加する等により、障害者雇用は着実に進展

してきた」としている。企業のほとんどは法定雇用率6

の達成を目的にしている7。本来のCSR とは経営戦略

の中に組み込まれ、現場レベルまで浸透し、ビジネス

と一体化しなければならない。 

企業は今後、単なる法定雇用率達成のための障

害者雇用を行うのではなく、障害者雇用を自社の事

業との関連性も考えて選択、実施、評価での一連の

取り組みを行っていくことが必要ではないのかと考え

た。そこで本稿では、CSR の意義を再確認した上で、

人事部門や雇用現場に留まった雇用・管理の面だけ

ではなく、障害者雇用が経営戦略に組み込まれ推進

されていくための実践モデルを提案し、その妥当性を

考察することを目的とする。 

 

3章 CSR の本質 
 CSR とは、Corporate Social Responsibility の略であ

り、一般的に企業の社会的責任と訳される。その定義

はさまざまで、国際的な定義はない。CSR では、企業

をとりまくステークホルダーに対して責任ある行動をと

るとともに、アカウンタビリティを果たすことが求められ

ている8。 

近年、企業の事業と一体化した CSR を推進し、社

会問題の解決を現代の企業に期待する動きがよりい

                                                  
5
 厚生労働省「障害者雇用対策基本方針」(2009年3月5日第 55 

号) 
6
  障害者雇用促進法において、民間企業の事業主には 1.8％に

相当する障害者の雇用が義務付けてられている。平成 25 年 4

月 1 日からは、2.0%に引き上げとなる。 
7
  ㈱パソナ(2002)「企業の障害者雇用に関する意識調査」 
8
  厚生労働省(2008)「労働に関する CSR 推進研究会報告書」 
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っそう高まっている。CSRが経営戦略の中に組み込ま

れ、現場レベルまで浸透した活動こそ本来実施され

るべき CSR である。CSR の本質は、新しい市場社会

の潮流を見据え、社会的公正性や環境・人権などの

配慮を踏まえた基本的な価値観（コア・バリュー）をベ

ースに事業を展開していくことである9。 

 

4章 先行研究 
近年では、社会問題の解決を、事業活動に戦略的

に組み込む企業が増加している。ポーター(Porter, 

M)は、企業が事業活動に密接した社会問題の解決

に取り組むことは、社会的便益と経済的便益をもたら

すだけではなく、社会に大きな変化を生むという。そ

れは、企業の事業活動の中に蓄積されているスキル、

技術、人脈こそが、社会と共有できる価値を創出でき

るからであり、現代の企業は事業戦略と社会を結び

つけることがより一層求められている。 

工藤他(2005)は、「CSR 経営の視点からも企業は

障害者雇用にどう取り組むのかがあらためて本格的

に問われる時代となってきたとみてよいだろう」という。 

さらに青山(1993)は、障害者を労働力として雇用す

る場合の経営的課題として、①就労の実態を定量的

に把握すること、②障害者の雇用と就労実績の社会

的・経営的評価を行うこと等を挙げている。 

以上の先行研究から、企業が社会問題を解決して

いくことの重要性と、障害者を雇用する際にはコスト

の具体的評価と社会的評価10を行うことの重要性が

示された。 

 

5章 研究方法 
３章でも先述したように、CSR ではアカウンタビリテ

ィを果たしていくことが求められる。しかし、障害者雇

用に関わる情報の開示は、企業の自主的な判断によ

って行われるものであり、社会的制裁の意味をもつ法

定雇用率未達成事業者の企業名の公表制度とは制

                                                  
9
  谷本(2004) pp.259-260 
10 障害者雇用が、本来その企業がもっている収益力、生産性、
財務安定性に及ぼす影響を確認すること、また、障害者の定着

率、雇用の伸長率を確認すること 

度が異なるものである。障害者雇用が企業内で定着

していないのは、企業に課される情報開示の原則が

不明確であることも要因として挙げられるだろう。また、

２章でも先述したように、障害者雇用への施策が、雇

用・管理の面に留まっていることも課題である。 

以上のような問題点も踏まえ、①文献・インターネッ

ト検索、②ヒアリング調査の手順によって、障害者雇

用が経営戦略に組み込まれ推進されていくための要

点を挙げてみたい(表１)。 

 

6章 障害者雇用を経営戦略に組み込み推進し
ていくための実践モデルの抽出 

(括弧内の数字は表 1 に該当する項目番号) 

 

6-1 文献検索 

6-1-1 義務雇用制度の導入時、大企業が障害者雇

用を進めてきた共通点の中でも小中企業にも

当てはまると思われる点は、以下の2点である。 

(3) 企業内における従業員の共通の認識が必要で

ある 

(6) 障害者雇用に対するトップの理解と支えがある 

6-1-2 CSR とビジネスを一体化させた企業の共通点

の中でも障害者雇用に当てはまる点は、以下

の 10 点である。 

① 生産性の向上やコストの削減等経営目標の助け

となる問題を選択している 

② ステークホルダーが関心をもつ問題を選択してい 

   る 

④ 全体戦略の中での位置づけがはっきりしている 

⑤ 長期的に支援可能である 

⑨ 経営目標に最も適した取り組みである 

⑩ 問題を選択したことによるコストを把握している 

⑪ コミュニティ内の有力なパートナーと協力できる可

能性の高い取り組みである 

⑫ 企業が経験を有する取り組みである 

⑬ 活動評価の目的が決定している 

⑭ 取り組みが企業と社会に与える影響を測定し、

報告をしている 
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6-2 ヒアリング調査 

障害者の雇用を専門的に行い、また、業績も向上

している企業から経営上参考にすべき点があるので

はないかと考え、ヒアリングを行った。今回は特例子

会社であるＡ社と就労支援施設のＢ社からお話を伺

い、障害者を雇用し、経営を行っていく上でのメリット

等をお聞きした。以下は、その企業の概要である。 

1. 商   号： Ａ社（特例子会社） 

所 在 地： 都区内 

設   立： 1998 年 6 月 

業務内容： 直営店及び、チェーン店への開店

準備、パン製造技術研修その他サ

ポート 

2. 商   号： Ｂ社（就労支援施設） 

所 在 地： 仙台市内 

設   立： 2009 年 10 月 

業務内容： 障害福祉サービス事業（宮城県認   

可事業）、障害者就労継続 A,B 型

事業、障害者就労移行事業、企業

への障害者就労コンサルティング 

両社における経営上の共通点は以下の 2点である。 

(7) 障害者を特別視せず、従業員全体が障害者雇

用担当者という気持ちを持っている 

(8) 障害者の雇用にマニュアルを使用していない 
以上、①文献検索、②ヒアリング調査によって抽出

された共通点を、企業における障害者雇用の実践モ

デルとして、(A)選択の段階、(B)実施の段階、(C)評

価の段階の3つに分類した。表1がその一覧である。 

ここで、それぞれの実践項目について一言説明を

加える。まず、選択の段階の２項目は意思決定の際

に助けとなる実践例である。この場合は、障害者雇用

への取り組みを戦略的なものとするための意思決定

を指す。また、実施の段階の１２項目は障害者雇用に

取り組む際にリスクとコストを最小化させる実践例であ

り、評価の段階の２項目は企業が障害者雇用の取り

組みに対して社会的評価や収益予測を行う際に必要

な実践例を指す。 

表 1 企業における障害者雇用の実践モデル一覧 

段階 項目 内容 

(A) 

選択の段階に 

おける実践項目 

① 障害者の雇用が従来よりも生産性を向上させ、コストを削減させる一因となり、経営目

標の助けとなっている 

② 障害者雇用が健常者を含めた従業員、市場、顧客、地域社会等が関心の持つ問題

である 

(B) 

実施の段階に 

おける実践項目 

③ 障害者雇用に関する共通の認識がある 

障害者雇用の位置づけが明確であり、最優先課題が決まっている 

障害者の雇用が長期的に支援可能である 

障害者雇用に対するトップの理解と支えがあり、経営幹部を巻き込んで実施している 

従業員全員が障害者担当者という気持ちを持ちながらも、決して特別視しない 

マニュアル化はしない 

障害者雇用が経営目標に適した活動である 

障害者の就労によるコストを把握している 

コミュニティ内の有力なパートナーと協力できる体制がある 

障害者雇用が、従来からの企業の経験を有する取り組みである 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

⑨ 

⑩ 

⑪ 

⑫ 

(C) 

評価の段階に 

おける実践項目 

⑬ 活動評価の目的が決定している 

企業と社会に与える影響を測定し、報告をしている ⑭ 
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7章 実践モデルの検討 
本稿では、結論を導くにあたり、Ｍ氏11に電話での

ヒアリングをお願いした。Ｍ氏には、民間企業が(A)選

択の段階、(C)評価の段階の実践モデルを果たすこと

ができるかということを伺った。(Ｂ)実施の段階におけ

る実践モデルについては、全ての項目について回答

をいただくことはできなかったが、一部回答をいただ

いたため、総括して検討を行うこととする。 

(A)選択の段階において 

 障害者雇用に対する関心は高まってきており(項目

2)、その背景にはダイバーシティへの関心の高まり等

が挙げられる。一方、障害者の雇用が、経営目標の

助けとなるか否かは、企業の規模や業種によって異

なるため、障害者の雇用が経営目標の助けとなる可

能性は有る(項目 1)。 

(B)実施の段階において 

 今回 M 氏とお話し、1 つ強く感じたことがある。それ

は「障害者を特別に意識しない」ということである。そ

の点からも、障害者雇用に対するトップの理解と企業

全体での共通の認識は重要であり、それが企業の障

害者雇用の促進と企業価値の向上、あるいは、業績

の向上につながることも考えられる。 

 また、Ａ社とＢ社のヒアリングからは、障害者を特別

視せず、従業員全体が障害者雇用担当者という気持

ちを持つことの重要性を感じた。しかし、この点につ

いては一般の民間企業においては当てはまらない。

企業内に熱心な担当者がいることが重要となってくる。

さらにその担当者はマニュアルを使用するのではなく、

できる限り一人ひとり相対していくことが重要だと明ら

かになった。 

(C)評価の段階において 

 評価においても、障害者も一般の従業員と同じく評

価されなければならない(項目 13)。また、企業と社会

に与える影響についても評価しなければならない。そ

の場合、定量的評価は必ずしも可能ではないが定性

的評価は可能なため、CSR 報告書や社会報告書な

                                                  
11  Ｍ氏は障害者雇用に関しても造詣が深く、職業リハビリテー
ションにおいて長年要職に就いて来られた。 

どにおいて評価した情報を開示することは可能である

(項目 14)。 

 

8章 結論 
前章で検討を行った結果、民間企業は障害者雇

用における(A)～(C)の実践モデルを、実現できる可

能性があると考えている。障害者雇用を CSR という視

点から再考するにあたって、障害者雇用は法定雇用

率を達成するという「義務」の範囲に留まらないことが

分かった。それは、障害者雇用においても、企業や

社会に与える影響まで評価することができるからであ

る。障害者雇用を事業の中に組み込むことで、企業

は社会的信頼を得るだけでなく、企業価値の増大に

も貢献すると考えられる。本研究では障害者雇用を

推進するにあたり、本来あるべき CSR の姿から、法定

雇用率を達成するためだけではなく障害者雇用を経

営戦略に組み込むプロセスの可能性を考察すること

ができた。 

 

9章 今後の課題 
本研究には今後に残された課題が存在する。 

課題の第一は、法定雇用率を達成できていない企

業の事例や、経営者から直接の声を聞くことである。

本研究では障害者雇用を「成功」させた企業からしか

考察できていない。障害者を雇用することのできない

企業の声を聞くことで、改善すべき点、より留意する

点を考察するべきであった。 

また、課題の第二は、定性的な考察に留まってしま

ったことである。本研究が得られた知見が、実際に社

会的評価や企業評価の向上に繋がるかを、定量的に

検証し、理論の精緻化を図っていきたい。 
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